
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【保健医療部】

要求どおり新

１ 地域医療再生基金 国の地域医療再生臨時特例交付金で造成した基金を活用561,706 561,706
関連事業 し、産科、小児科救急医療体制の整備や医師確保の充実を国庫 143,959 国庫 143,959

図る地域医療再生計画に基づく事業を推進する。繰入 417,747 繰入 417,747

基金総額 ５０億円（利根・西部第一保健医療圏）

事業実施期間 平成２２年度～平成２５年度

【医師等医療人材の確保について】

基金総額 ５億１，６００万円

平成２２年度 ６，９００万円（全額基金）

地域枠医学生奨学金貸与事業（H22～H25）

， （ ）１ ２００万円 全額基金

大学医学部定員増に伴い、地域に定着する医学生を誘

導するため、奨学金制度を創設。

貸与対象者５人×月２０万円×１２月

臨床研修医研修資金貸与事業（H22～H25）

， （ ）２ ４００万円 全額基金

産科、小児科、救急医を目指す臨床研修医に研修資金

を貸与。貸与期間の１．５倍を県内医療機関で勤務する

と免除となる。

貸与対象者２０人×月１０万円×１２月

保健医療部

－ １ －

【審査の考え方】

地域医療における課題の解決を図

るため、地域医療再生基金を活用し

た医療人材の確保、周産期・小児救

急医療体制の整備及び地域医療連携

体制整備の必要性を認め、要求額を

措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

（ ）救命救急･周産期ｾﾝﾀｰ医療従事者処遇改善事業費 H22～H25

， （ ）（続き） ３ ３００万円 全額基金

救命救急、周産期センターに勤務する医師、看護師の

医療技術向上のための学会参加費等について助成する

補助対象者 医師 ５０人×１０万円

看護師４００人× ７万円

〔平成23年度以降実施事業〕

・救命救急・周産期ｾﾝﾀｰ看護師確保対策事業

【周産期医療・小児救急医療の充実について】

基金総額 ３４億７，２９４万円

平成２２年度 １億２，００１万１千円

（うち基金 １億１，６０５万２千円）

ＮＩＣＵ退院児在宅療養支援事業費（H22～H25）

（ ）６３６万２千円 うち基金 ４２４万２千円

ＮＩＣＵを退院し、在宅療養を行っている児童の一時

預かりを行う医療機関等に対して補助する。

ＮＩＣＵ入院児支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ設置事業費（H22～H25）

， （ ）１ ０００万円 うち基金 ８１６万１千円

ＮＩＣＵ長期入院児の障害児施設や在宅医療への移行

支援を行うため、ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーター

を設置する。

保健医療部

－ １～２ －



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

医師派遣事業費（H22～H25）

７，８６４万９千円（全額基金）（続き）

県立小児医療センターの非常勤医師及び大学病院の小

児科医師を県内各地の小児救急医療機関の当直医として

、 。派遣することにより 小児救急輪番の空白日解消を図る

実施主体：県立小児医療センター

非常勤医師１０人 ４００回

大学病院等

当直医師派遣 ２００回

小児救急医療施設整備費（H22）

２，５００万円（全額基金）

所沢市市民医療センターの小児救急２４時間３６５日

体制を確保するために行う施設改修に対して助成する。

実施主体：所沢市立市民医療センター

〔平成23年度以降実施事業〕

（ ）・総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰ施設・設備整備費 H23・H24

・救命救急センター設備整備補助（H25）

・小児中核拠点病院整備費（H23～H25）

・県北地域拠点病院への常勤小児科医派遣（H23～H25）

保健医療部

－ １～３ －



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【医療連携の推進について】

基金総額 １０億１，１０６万円（続き）

平成２２年度 ３億７，２６９万５千円

（うち基金 ２億３，２６９万５千円）

共同利用医療機器整備（H22）

３億７，２６９万５千円

（ ， ）うち基金 ２億３ ２６９万５千円

中核的医療機関において共同利用を行う医療機器

（ＭＲＩ、ＣＴ等）を整備する。

〔平成23年度以降実施事業〕

・共同利用医療機器整備（H23）

・診療情報共有システム整備（H24）

保健医療部

－ １～４ －



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

要求どおり重

２ 周産期医療体制整備 周産期医療体制の維持・充実を図るため、周産期医療セ182,100 485,823 485,823
費 ンターの運営やＮＩＣＵ整備に対する支援等を実施国庫 100,873 国庫 261,105 国庫 261,105

一財 81,227 繰入 12,403 繰入 12,403

一財 212,315 一財 212,315

１ 周産期医療対策事業費

２，３４５万５千円

周産期患者の受入施設の空床情報ネットワークの運営や

周産期医療関係者の研修を行う。

２ 周産期医療施設運営費補助

３億６，２６９万１千円

総合周産期母子医療センターや地域周産期母子医療セン

ターのMFｰICUやNICUの整備数に応じて運営費を補助する。

（１）総合周産期母子医療センター運営費補助

１億９６１万円

（２）地域周産期母子医療センター運営費補助

２億３，９０８万１千円

（３）新生児センター運営費補助

１，４００万円

保健医療部

－ ２ －

【審査の考え方】

周産期医療体制の維持・充実を図

るための体制整備や支援強化の必要

性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

１，９３０万９千円３ 新生児搬送用保育器管理事業

（続き）

４ ＮＩＣＵ施設整備補助事業

６，４００万６千円

５ ＮＩＣＵ退院児在宅療養支援事業

【 】地域医療再生基金事業再掲

６３６万２千円

６ ＮＩＣＵ入院児コーディネーター設置事業

【 】地域医療再生基金事業再掲

１，０００万円

保健医療部

－ ２～２ －



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

要求どおり新

３ 埼玉県自殺対策緊急 国の地域自殺対策緊急強化特例交付金で造成した基金を145,462 145,462
強化基金事業費 活用し、県・市町村・民間団体等で連携して埼玉県の実情繰入 145,462 繰入 145,462

を踏まえた自殺防止対策の取り組みを行う。

基金総額 ３億６，０６５万９千円

事業実施期間 平成２１年度～平成２３年度

埼玉県自殺対策緊急強化基金事業費

１億４，５４６万２千円

６，４９２万円１ 民間団体との連携支援

・電話相談の充実（埼玉いのちの電話に対する補助）

・包括支援相談の実施

（週１回定期相談・年２回合同相談会）

・自死遺族の集いの場普及支援

・鉄道の飛び込み防止対策

８，０５４万２千円２ 市町村の取り組み支援

・市町村独自の取り組みに対する補助（３５市町村）

・小・中学校児童生徒への「命の大切さ」特別授業

・市町村との連携による自殺実態調査

保健医療部

－ ３ －

【審査の考え方】

自殺対策緊急強化基金を活用した

自殺対策の強化・充実を図るため民

間団体及び市町村支援の必要性を認

め、要求額を措置した。


